改正高年齢者雇用安定法（平成25年４月１日施行）対応就業規則規定例
1 経過措置の全段階について就業規則で変更する場合
（定年）
第　　条　社員の定年は、満60歳とし、定年に達した日（誕生日の前日）をもって、自然退職とする。
２　前項にかかわらず、定年到達日以降であっても、本人が希望する場合には、以下の定める期間に応じて、以下に定める年齢に達する日（誕生日の前日）まで、希望者全員を嘱託として再雇用する。ただし、第　　条（退職）、または第　　条（解雇）に定める解雇事由に該当する場合には、再雇用しないものとする。
	期 間
	雇用確保期間

	平成25年4月1日～平成28年3月31日
	61歳まで

	平成28年4月1日～平成31年3月31日
	62歳まで

	平成31年4月1日～平成34年3月31日
	63歳まで

	平成34年4月1日～平成37年3月31日
	64歳まで

	平成37年4月1日～平成28年3月31日
	65歳まで


３　前項に定める年齢に達する日（誕生日の前日）以降であっても、本人が希望する場合には、別途「定年後継続雇用者の基準に関する労使協定」により、最長満65歳に達する日（誕生日の前日）まで、嘱託として再雇用することがある。
４　前二項による再雇用契約時、及び契約更新時の労働条件については、個人ごとに会社が決定の上、別途労働契約書により定めるものとし、1年毎に見直すものとする。
2 経過措置の段階ごとに就業規則を変更する場合
（定年）
第　　条　社員の定年は、満60歳とし、定年に達した日（誕生日の前日）をもって、自然退職とする。
２　前項にかかわらず、別途「定年後継続雇用者の基準に関する労使協定」により、定年到達日以降であっても、最長満65歳まで、嘱託として再雇用することがある。ただし、平成25年4月1日から同28年3月31日までの間については、当該労使協定を適用せず、希望者は第　　条（退職）、または第　　条（解雇）に定める解雇事由に該当しない限り、再雇用するものとする。
